
地球温暖化に向けて正しい知識と対策を。

有 り の 実 を 守 る に は

対 策 あ る の み !



近年の地球温暖化の影響により、
鹿児島県をはじめ、九州各県では
ニホンナシ「幸水」等の露地栽培において
花芽の枯死による発芽不良が発生し、
大きな問題となっています。
今後、さらなる温暖化の進行にともない、
より広範な地域で対策が必要となる事が
予想されます。その発生要因と
対策を探っていきましょう。

花芽の枯死による発芽不良発生

発芽不良の重症化により樹全体が枯死

枯死芽健全芽

九州各県にて
発芽不良発生!



今回明らかにされた発生要因に基づき、毎年のように
発芽不良が発生しているナシ園において、窒素を含む肥料
や堆肥の散布時期を春に変えることで、秋や冬に散布し
た樹の花芽に比べて、耐凍性が高くなり、発芽不良の
発生が大幅に減少することが明らかとなりました（下図）。

発芽不良の発生を防ぐには？

図）肥料や堆肥の散布時期の違いが
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3月に肥料18kg、
12月に家畜ふん堆肥2t散布。

9月～11月に肥料18kg、
12月に家畜ふん堆肥2t散布。

3月に肥料18kg、
3月に家畜ふん堆肥2t散布。

枯死芽率が
大幅減少

肥料や堆肥の
散布時期を変えて
耐凍性を高くしましょう!

鹿児島県をはじめ、既に発芽不良が発生している地域
では、肥料や堆肥の散布時期（窒素施用時期）を春に変
更することをおすすめします（下図）。なお、その新体系
で 5 年間試験を実施しているナシ園において、樹の生
育や果実品質に明らかな差はないことを確認していま
す。

肥料や堆肥の散布時期は
いつがいいの？

図）新たなニホンナシの窒素施用体系
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肥料・堆肥は
春先の散布が
おすすめです!

発芽不良は九州でしばしば発生しますが、東日本では
ほとんど発生しません。この事実に基づき調査を進めた
ところ、鹿児島県では東日本（茨城県）に比べて秋から
冬にかけての気温が高いため、耐凍性※が高まらず、
気温低下時に凍害に遭いやすい状況が生まれているこ
とがわかりました。さらに、花芽の窒素含量が高いと、
耐凍性の上昇が妨げられ、発芽不良の発生が多くなる
ことが明らかになりました。

なぜ、発芽不良が発生するの？

図）発芽不良発生年における日最低気温と耐凍性との関係
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開花期における「豊水」の発
芽不良発生の様子 
手前側:発生樹／奥側:正常
樹（2011年4月撮影) 
鹿児島県において2011年の
春は発芽不良の発生は少な
かったですが、秋季に施肥を
行うことにより、発芽不良が
発生しました（手前側の樹）。
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今後に向けて

　本技術は、発芽不良が深刻な九州地方のニホンナシ産地
ですぐに取り組むことができる対策技術です。その一方で、
温暖化の進行にともなって、今後、発芽不良の全国的な発生
が懸念されることから、より広範な地域で有効な対策技術に
なると考えられます。なお、今回窒素施用時期の変更にとも
なう窒素施用量の検討は行っていませんが、 一般的に冬季
に比べ、春季は窒素の吸収効率が高いため、本技術を導入
することにより窒素施用量の削減も期待できます。
　また、樹の生体成分を指標とすることで、秋冬季の花芽の
耐凍性を短時間かつ簡便に測れる技術を開発しました。引き
続き、これまでに開発された技術も含めて、持続的な安定生産
が可能となる対策技術の構築を目指していきます。


